
岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会事務処理要領の改正概要 

 

１ 改正の趣旨 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）の一部改正に伴い、会計規則第 106

条に定める随意契約によることができる額が改正されたことによる所要の整備 

 

２ 改正の内容 

新旧対照表のとおり 

 

３ 施行時期 

令和７年８月 20 日 
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岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会事務処理要領の一部改正に係る新旧対照表 

改正前 改正後 

岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会事務処理要領 

 

平成 15 年７月 31 日 

 

〔沿革〕平成 15 年７月 31 日制定、平成 19 年９月 20 日一部改正、

平成 30 年 10 月９日一部改正、令和３年３月５日一部改正、令

和５年７月 24 日一部改正 

 

岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会事務処理要領 

 

平成 15 年７月 31 日 

 

〔沿革〕平成 15 年７月 31 日制定、平成 19 年９月 20 日一部改正、

平成 30 年 10 月９日一部改正、令和３年３月５日一部改正、令

和５年７月 24 日一部改正、令和７年８月 20 日一部改正 

  

第１ ［略］ 第１ ［略］ 

（対象県営建設工事） （対象県営建設工事） 

第２ 委員会が調査審議の対象とする県営建設工事は、原則

として、設計額が 250 万円を超える工事とする。 

第２ 委員会が調査審議の対象とする県営建設工事は、原則

として、設計額が 400 万円を超える工事とする。 

第３～第５ ［略］ 第３～第５ ［略］ 

  

附 則 

この要領は、平成 17 年７月 31 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 19 年９月 20 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 30 年 10 月９日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和５年７月 24 日から施行する。 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成 17 年７月 31 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 19 年９月 20 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 30 年 10 月９日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和５年７月 24 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和７年８月 20 日から施行する。 

 

備  考 改正部分は、下線の部分である。 
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岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会事務処理要領 

 

〔沿革〕平成15年７月31日制定、平成19年９月20日一部改正、平成30年10月９日一部改正、令和３年3月5日

一部改正、令和５年7月24日一部改正、令和７年８月20日一部改正 

 

（目的） 

第１ この要領は、岩手県附属機関条例（令和５年岩手県条例第４号。以下「条例」

という。）別表第９に規定する岩手県県営建設工事入札契約適正化委員会（以下「委

員会」という。）の所掌に係る事務処理について必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象県営建設工事） 

第２ 委員会が調査審議の対象とする県営建設工事は、原則として、設計額が 400 万

円を超える工事とする。 

 

（所掌に関する調査審議） 

第３ 委員会の所掌に関する調査審議は、原則として、次により行うものとする。 

(1) 定例会議の前々月以前６か月間における県営建設工事の入札及び契約に関する

制度の運用状況について、別紙様式第１号発注工事総括表、別紙様式第２号入札方

式別発注工事一覧表、別紙様式第３号指名停止等措置状況一覧表及びその必要な資

料により知事から報告を受け、調査審議する。 

(2) 別紙様式第２号入札方式別発注工事一覧表のうちから委員会が抽出した県営建

設工事に関し、一般競争入札参加資格の設定方法、指名競争入札に係る指名選定方

法又は随意契約に係る契約の相手方の選定方法について、様式第４号抽出事案説明

書その他必要な資料により知事から報告を受け、調査審議する。 

(3) 入札制度改善等検討委員会規程（平成 12 年岩手県訓令第 22 号）第５条第３項

の規定により、入札制度改善等検討委員会において決定した入札及び契約に関する

制度の改善について、必要な資料により知事から報告を受け、調査審議する。 

(4) 一般競争入札若しくは条件付一般競争入札において入札参加資格がないと認め

られた者に対する説明又は指名競争入札において指名されなかった者若しくは随

意契約において契約の相手方として選定されなかった者に対する県の説明に係る

苦情の申立てについて、必要な書類を添えて知事から依頼を受け、調査審議する。 

(5) 談合等不正行為に関する県の調査結果について、必要な書類を添えて知事から

依頼を受け、調査審議する。 

 

（審議対象となる県営建設工事の抽出） 

第４ 第３第２号に規定する審議の対象となる県営建設工事の抽出は、別紙様式第２

号入札方式別発注工事一覧表の中から、あらかじめ委員長が指名した委員が抽出を

行うものとする。 

２ 抽出を行う委員の指名は、委員長を除く委員の 50 音順による輪番制とする。 
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３ 抽出は、定例会議開催の２週間前までに行うものとする。 

４ 抽出件数は、入札方式の区分ごとに、概ね、一般競争入札方式及び条件付一般競

争方式（予定価格１億円以上）から２件、条件付一般競争方式（予定価格１億円未

満）及び指名競争入札方式から１件、随意契約方式から１件を目安とする。ただし、

対象期間内に発注がない区分については、この限りではない。 

５ 抽出を行った委員は、当該事案の調査審議に入る前に抽出結果を委員会に報告す

るものとする。 

 

（調査審議の方法） 

第５ 第３に規定する調査審議の依頼を受けたときは、委員会は、速やかにその事案

を 調査審議しなければならない。この場合において、委員会は、必要があると認

めるときは、関係者の説明を聴き、又は関係書類の提出を求めるものとする。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、調査の一部を委員に命じて行わせること

ができる。 

３ 委員長は、当該調査審議を終えたときは、意見書を作成し、速やかに知事に提出

するものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成 17 年７月 31 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 19 年９月 20 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、平成 30 年 10 月９日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和５年７月 24 日から施行する。 

附 則 

改正後の要領は、令和７年８月 20 日から施行する。 

 

 

 



別紙様式第１号

【普通会計】  

（期間　令和６年10月１日～令和７年３月31日)

件数
当初契約額

（税込）(千円)

総数 529 34,484,907 492 30,906,299

（内訳）

(1) 一般競争入札 0 0 0 0

(2) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円以上）

105 20,769,387 88 18,140,151

(3) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円未満）

395 12,912,773 363 11,246,712

(4) 随意契約 29 802,747 41 1,519,436

（注）設計額250万円以下のものは含まない。

発注工事総括表

前年同期

入札方式 件数
当初契約額

（税込）(千円)
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別紙様式第１号

【企業会計（医療局）】  

（期間　令和６年10月１日～令和７年３月31日)

件数
当初契約額

（税込）(千円)

総数 11 1,739,357 12 6,137,674

（内訳）

(1) 一般競争入札 0 0 0 0

(2) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円以上）

5 1,608,750 3 5,852,550

(3) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円未満）

6 130,607 9 285,124

(4) 随意契約 0 0 0 0

（注）設計額250万円以下のものは含まない。

発注工事総括表

入札方式 件数
当初契約額

（税込）(千円)

前年同期



別紙様式第１号

【企業会計（企業局）】  

（期間　令和６年10月１日～令和７年３月31日)

件数
当初契約額

（税込）(千円)

総数 18 8,926,093 22 10,171,690

（内訳）

(1) 一般競争入札 0 0 0

(2) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円以上）

1 323,400 3 935,546

(3) 条件付一般競争入札
　　（予定価格１億円未満）

5 138,193 6 142,185

(4) 随意契約 12 8,464,500 13 9,093,959

（注）設計額250万円以下のものは含まない。

発注工事総括表

入札方式 件数
当初契約額

（税込）(千円)

前年同期
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別紙様式第３号

  
指名停止：４件  

業者名
本社

所在地
該当事項 指名停止の理由

（株）佐藤渡辺 東京都
R7.1.21

～
R8.1.20

12月
 談合

【別表第２ 第３号】

当該会社の使用人が、福島県石川町発注の複
数の町道工事に関し、郡山区検察庁から談合
の罪で略式起訴され、令和６年10月23日付け
で郡山簡易裁判所から略式命令を受けたこと
による。

（有）山清建設 紫波町
R7.2.4

～
R7.3.3

１月

 不正又は不誠実な
 行為

【別表第２ 第５号
イ】

岩手県発注の「知事公館屋根改修ほか工事」
において、請負工事施工成績評定要領に基づ
く評定点が65点未満となったことによる。

パナソニックＥＷ
エンジニアリング
（株）

大阪府
R7.2.8

～
R7.5.7

３月

 建設業法違反行為

【別表第２ 第４号
(1)、(2)】

令和７年１月31日、国土交通省近畿地方整備
局長から建設業法に基づく監督処分（指示及
び営業の停止命令）を受けたことによる。

パナソニック環境
エンジニアリング
（株）

大阪府
R7.2.8

～
R7.5.7

３月

 建設業法違反行為

【別表第２ 第４号
(1)、(2)】

令和７年１月31日、国土交通省近畿地方整備
局長から建設業法に基づく監督処分（指示及
び営業の停止命令）を受けたことによる。

警告：なし    

注意：なし  

指名停止等措置状況一覧表

指名停止期間

（期間：令和６年10月１日～令和７年３月31日）
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